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1.計画の基本的事項  
1-1背景 
（1）地球温暖化の仕組み 

 地球温暖化は、主に石油・石炭などの化石燃料の使用に代表される人間活動
から排出される温室効果ガスの大気中濃度が増加し、これらが地球の表面から
反射された熱を吸収することで、地球全体の平均気温が上昇する現象のことを
指します。 

 20 世紀半ばに起きた
産業革命以降に起きてい
る極点での氷河の融解や
海面水位の変化、異常気
象などは、地球温暖化に
より引き起こされている
可能性が高く、人為起源
の温室効果ガスの排出が、
地球温暖化の支配的な原
因であることは間違い無
いという科学的検証結果
が出されています。 
 今後、現状を上回る温
暖化対策をとらなかった
場合、今世紀末には気温
が最大で 4.8℃上昇し、気
候変動のリスクがさらに
高まると考えられていま
す。 

 一方で、地球温暖化の進行により、将来的には主要穀物の収量低下、海洋生
態系へのリスク、高潮や海岸浸食、干ばつ・洪水の二極化を引き起こすなどの
影響がでると予測され、その対策として温室効果ガスの削減（緩和）とともに
気候変動の影響への適応策が求められています。 

 

  

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターウェブ 

サイト（http://www.jccca.org/）より 

図 1地球温暖化の仕組み 
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（2）世界の動向について 
 平成 27 年、フランス・パリにおいて、国連気候変動枠組条約第 21 回締約
国会議（COP21）が行われ、新たな法的枠組みとなる「パリ協定」を含む COP
決定が採択されました。「パリ協定」の主な内容としては、「世界共通の長期目
標として気温上昇を 2℃未満(1.5 度)に抑える」、「今世紀後半に人為的な温室
効果ガスの実質排出ゼロを目指す」、「排出量削減目標を設定し、5 年毎に検証・
見直し(原則上方修正)を行う」こととしています。 
 しかし、「気候変動に関する政府間パネル（IPCC:Intergovernmental Panel 
on Climate Change）」の「1.5℃特別報告書」では、「現状のままでは令和 12
年～34 年の間に産業革命以降の気温上昇が 1.5 度に到達してしまうとする」
と記載されており、その実現には、令和 12 年までに平成 22 年の水準から約
45%減少させ、令和 32 年ごろまでに温室効果ガス排出を「実質ゼロ」にする
よう前倒しを迫っています。 

 
（3）日本の動向について 
【地球温暖化対策計画】 

 平成 27 年にフランス・パリで開催された COP21 において、全ての国が
参加する公平で実効的な令和 2 年以降の法的枠組みとして「パリ協定」が採
択されたことを受け、平成 28 年 5 月に「地球温暖化対策計画」が閣議決定
されました。本計画は、政府が「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下
温対法）」第８条第１項に基づいて策定した国内唯一の地球温暖化に関する
総合計画で、温室効果ガスの排出抑制及び吸収の目標、事業者、国民等が講
じるべき措置に関する基本的事項、目標達成のために国、地方公共団体が講
じるべき施策等を示しています。 
 温室効果ガスの排出削減では、中期目標として、令和 12 年度に平成 25 年
度比で 26.0％削減、長期目標として、令和 32 年度までに 80.0％削減を目指
すとしています。また、令和 32 年度目標の達成に向けて、3 段階（①国全
体、②温室効果ガス別・部門別、③個々の対策）で進捗管理を厳格に実施し、
結果を踏まえて、3 年毎に計画の見直しを検討するとしています。 
 令和 2 年 9 月、環境省では、「パリ協定」で掲げる目標の達成に向けて対
策の強化を図るため、「地球温暖化対策計画」の見直しに向けた議論をスタ
ートさせています。  
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【政府実行計画】 
 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき策定することとされている
政府のオフィス等に関する温暖化対策の計画である「政府がその事務及び事
業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定め
る計画（政府実行計画）」が、「地球温暖化対策計画」に即して平成 28 年 5
月に閣議決定されました。本計画では平成 25 年度を基準年として、庁舎等
の施設のエネルギー使用・公用車の使用等に伴う温室効果ガスの排出量を政
府全体で令和 12 年度までに 40％削減、中間目標として令和 2 年度までに
10％削減する目標を掲げています。また、計画期間は平成 28 年度から令和
12 年度までとしており、令和 2 年度中に令和 3 年度以降の計画について見
直しを行うこととしています。 

 
【気候変動適応計画】 

 気候変動による様々な影響に対し、政府全体として、全体で整合のとれた
取組を総合的かつ計画的に推進するため、気候変動適応法に基づき平成 30
年 11 月に「気候変動適応計画」が閣議決定されました。 
 各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な気候変動適
応の推進のため、気候変動適応に関する施策の基本的方向性、気候変動適応
に関する８つの分野別施策（農業、森林・林業、水産業、水環境・水資源、
自然生態系、自然災害・沿岸域、健康、産業・経済活動、国民生活・都市生
活）、気候変動適応に関する基盤的施策について記載されています。 

 
【2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ表明】 

 政府は、令和 2 年 10 月に「令和 32（2050）年までに温室効果ガス（二酸
化炭素）排出実質ゼロ」とすることを表明し、温暖化対策を行うことが産業
構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換
が必要であることにも言及しました。 
 環境省ではこの目標を達成するため、令和 32 年に温室効果ガス又は二酸
化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指す意思を表明した地方自治体
を『ゼロカーボンシティ』とし、国内外に広く発信しています。 
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（4）知内町の動向について 
 本町においては、「第３次知内町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」
（平成 27 年度～令和 2 年度）を地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ
き策定し、町の事業・事務における温室効果ガス排出量の削減に向けた取組
を展開してきましたが、本町が目標とする温室効果ガス排出量の削減目標の
達成には至りませんでした。 
 今回、第３次計画の計画期間が終期を迎えるにあたり、これまでの結果を
踏まえ検証や評価の体制を確立し、本町が掲げる温室効果ガス削減目標の達
成に向け、より一層取組を強化するため、新たに「第４次知内町地球温暖化
対策実行計画（事務事業編）」（令和３年度～令和７年度）を策定いたしまし
た。 
 今後、令和２年 10月に「2050 年までに温室効果ガス排出実績ゼロ」とす
ることが政府により表明されたため、さらなる削減目標に向けた情報収集を
行い、より低炭素な地域づくりを促進していくことが求められています。 
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1-2計画の目的 
 本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）第
２１条に基づき、都道府県及び市町村に策定が義務付けられている温室効果ガ
スの排出量の削減のための措置に関する計画（以下「実行計画」という。）とし
て策定するものです。 
 第３次の実行計画の計画期間が令和２年度をもって終了したことに伴い、引
き続き第４次実行計画を策定し、町が率先して自ら排出する温室効果ガスの更
なる削減に取り組み、地球温暖化対策の推進を図ることを目的とします。 
 
1-3計画の期間及び基準年度 
 本計画においては、基準年度を平成 25 年度とし、計画期間は令和３年度～令
和７年度の５年間とします。なお、国の「地球温暖化対策計画」における長期削
減目標達成に配慮し、参考とする長期目標として、令和 12 年度の削減目標値を
設定します。 
 
1-4計画の範囲 
 計画の対象施設は、知内町における事務事業及び公共施設とします。外部に委
託するものでも、環境に対する配慮や温室効果ガスの排出の措置が可能なもの
については、受託者に対して必要な措置を講ずるよう要請します。 
 対象とする機関は、町長部局、教育委員会、議会事務局、農業委員会とします。 
温対法で対象とする温室効果ガスは、第２条第３項に掲載されている下記の表
の７種類のガスです。このうち、事務事業編で「温室効果ガス総排出量」の算定
対象とする温室効果ガスは、施行令第３条第１項に基づき、三フッ化窒素を除く
６種類となります。 
 本町の廃棄物処理は広域組合により対応を行っているため、本計画では廃棄
物処理に関わる二酸化炭素排出量は対象外とし、エネルギー起源で排出される
二酸化炭素（以下「CO2」と標記します）のみを対象とします。 

  



6 

 
表 1温室効果ガスの種類 

温室効果ガス種類 発生源 
地球温暖化 

係数 
二酸化炭素 電気の使用や暖房用灯油・自動車用ガソリン等の

使用、廃プラスチック類の焼却等により排出され
る。排出量が多いため、温室効果への寄与が最も
大きい。 

1 

メタン 家畜の腸内発酵、自動車の走行や燃料の燃焼、廃
棄物の埋立等により排出される。 

25 

一酸化二窒素 自動車の走行や燃料の燃焼により排出される。 298 
ハイドロフルオロカーボン カーエアコンの使用・廃棄時等に排出される。 12～14,800 
パーフルオロカーボン 半導体の製造・溶剤等に使用され、製品の製造・

使用・廃棄時等に排出される。（地方公共団体で
はほとんど該当しない） 

7,390～
17,340 

六ふっ化硫黄 電気設備の電気絶縁ガス・半導体の製造等に使用
され、点検時や容器の排気時等に排出される。（地
方公共団体ではほとんど該当しない） 

22,800 

三ふっ化窒素 半導体の製造において用いられる。（地方公共団
体ではほとんど該当しない） 

17,200 

 
表 2本計画における算定対象活動 

算定対象活動 
排出される 
温室効果ガス 

公共施設別 
燃料の使用（ガソリン、灯油、重油、プロパンガス） CO2 
他人から供給された電気の使用 CO2 

事務事業全般 自動車の走行 CO2 
 
 

  



7 

1-5関連計画 
 第 4 次実行計画に関連する計画は以下のとおりです。 
  ・第６次知内町まちづくり総合計画 
  ・第 2 期知内町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
  ・平成 27 年度「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン 
 

図 2 本計画の位置づけ 
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2.二酸化炭素排出量の現状と評価 
2-1二酸化炭素排出量の算定方法 
 温室効果ガス総排出量は、環境省のマニュアル及びガイドラインに準拠し算
定しています。 
 また、本計画で用いる温室効果ガスの排出係数は、温対法施行令に基づく排出
係数を活用し、電気の使用に伴う排出については、環境省にて公表されている電
気事業者別排出係数を使用しています。 
 
2-2二酸化炭素の排出状況 
（1）基準年度の二酸化炭素排出状況 

 知内町の実施する事務及び事業に伴う基準年度（平成 25 年度）の二酸化
炭素排出状況を項目別に示します。 

 
表 3 基準年度における燃料種別でのCO2排出状況割合 

 

基準年度（平成 25年度） 

使用量 排出係数 
kg-CO2/使用料単位 

CO2排出量 
t-CO2/年 

公
共
施
設 

電
気 

北海道電力 3,558,978 kWh 0.678 kWh 

2,413 伊藤忠エネクス 0 kWh - kWh 

合計 3,558,978 kWh - kWh 

A 重油 227,874 ㍑ 2.71 ㍑ 618 

灯油 83,569 ㍑ 2.49 ㍑ 208 

ＬＰガス 3 t 3.00 t 9 

合計 -  -  3,248 

自
動
車 

燃
料 

ガソリン 11,426 ㍑ 2.32 ㍑ 27 

軽油 30,651 ㍑ 2.58 ㍑ 80 

実績合計  3,354 
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図 3 基準年度における燃料種別でのCO2排出量割合 

 
 

 基準年度における主要な公共施設のエネルギー消費量と CO2 排出量は以
下の通りです。 

 
図 4 基準年度における主要施設別の電力使用量 

 

 

ガソリン 0.7% 軽油 2.4%

灯油
6.2%

A重油
18.4%

LPガス
0.3%電気

72.0%

平成25年度
CO2排出量

3,354t-CO2
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図 5 基準年度における主要施設別の燃料使用量 

 
 
 

図 6 基準年度における主要施設別のCO2排出量 
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（2）令和 2年度の二酸化炭素排出状況 
 令和２年度の二酸化炭素排出状況を項目別に示します。 

 
表 4 令和 2年度における燃料種別でのCO2排出状況割合 

 

令和２年度 

使用量 排出係数 
kg-CO2/使用料単位 

CO2排出量 
t-CO2/年 

公
共
施
設 

電
気 

北海道電力 3,346,431 kWh 0.656 kWh 

2,195 伊藤忠エネクス 0 kWh - kWh 

合計 3,346,431 kWh - kWh 

A 重油 109,535 ㍑ 2.71 ㍑ 297 

灯油 88,908 ㍑ 2.49 ㍑ 221 

ＬＰガス 3 t 3.00 t 8 

合計 -  -  2,722 

自
動
車 

燃
料 

ガソリン 13,379 ㍑ 2.32 ㍑ 31 

軽油 29,354 ㍑ 2.58 ㍑ 76 

実績合計  2,828 

 
図 7 令和２年度における燃料種別でのCO2排出状況割合 

 

ガソリン 1.1% 軽油 2.7%

灯油
7.8%

A重油
10.5%

LPガス
0.3%

電気
77.6%

令和2年度
CO2排出量

2,828t-CO2
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 令和２年度における主要な公共施設のエネルギー消費量と CO2 排出量は
以下の通りです。 

 
図 8 令和２年度における主要施設別の電力使用量 

 
 

図 9 令和２年度における主要施設別の燃料使用量 
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図 10 令和２年度における主要施設別のCO2排出量 
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（3）基準年度と令和 2年度の二酸化炭素排出量比較 
 主要施設のうち CO2排出量が上位の施設について、平成 25 年度と令和 2
年度の CO2排出量を比較しました。 

 
図 11 二酸化炭素排出量上位施設の比較 

 
 

・こもれび温泉については、電力消費量が一番多い結果となっていますが、
これはヒートポンプ 1の利用によるものです。しかし、令和元年 12 月～令
和 2 年 4 月まで改修のため休館しており、その間の電力消費はなかったた
め、前年度より CO2排出量が減少しています。 
・知内町役場については、平成 27 年から町民プールの加温に電気を利用し
ているため、平成 25年度と比べて CO2排出量が増加しています。 
・知内小学校は、町内の他の幼小中校に比べて CO2 排出量が多くなってい
ますが、これは冬期間の床暖房に電力を消費しているためです。平成 25 年
度と比べて CO2 排出量が著しく減少しているのは、令和 2 年の 3 月～5 月
の新型コロナウイルス感染症による休校により、その間の電力消費が無かっ
たためと考えられます。 
・中央公民館については、木質バイオマスボイラーの導入により、A重油の
CO2排出量は平成 25年度の 70%減となっています。 

                                                      
1 大気中などの熱を集めて移動させるシステム。気体を圧縮すると温度が上がり、膨張させると温度が下
がる性質を活用し、電力の力で空気を圧縮することでさらに高温にし、暖房・給湯などに利用する。 
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2-3これまでの取組などの評価 
 本庁舎は、建築から約 50 年が経過したため暖房設備の老朽化が進み、非効
率的な熱供給を行っていたことから、設備更新の必要がありました。 
 そこで、本町の豊かな森林資源の有効活用を行うため、化石燃料ではなく再
生可能エネルギー「木質バイオマス」に転換を図り、2014 年には庁舎暖房熱
源と隣接する町民プールの熱源として木質バイオマスボイラー1 号機が稼働開
始となり、効果的な熱供給により電気量の大幅な削減効果に繋がりました。 
これを契機に「低炭素・循環・自然共生」地域創生モデル地域（全国 16 地
域）の選定や「バイオマス産業都市構想」にも認定されたことで、全国各地の
自治体職員の研修視察の受入や JICA（国際協力機構）の研修プログラムにも位
置づけられ、交流人口の拡大を図ってきました。 
 また、2017 年には中央公民館とスポーツセンターの熱源として木質バイオ
マスボイラー2 号機が設置され、更には公共施設や街路灯の照明灯具の LED 化
を図り、二酸化炭素排出量の削減に繋げてきたところです。 
 今後も、国や北海道の動向を踏まえつつ、低炭素社会の実現に向けて地域特
性を生かした取組を進めていく必要があります。 
 
【主な取組】 

年 内容 
2013 ・木質バイオマスボイラーに関する FS調査の実施 

2014 

・知内町低炭素地域づくり検討委員会の設立 
・「北海道再生可能エネルギー導入推進事業」に選定 
・木質バイオマスボイラー1号機稼働 
・木質貯蔵施設稼働 

2015 

・「低炭素・循環・自然共生地域創生モデル地域」に選定（16地域） 
①木質資源の利用促進による低炭素地域活性化プロジェクト 
②地域資源を活用した「知内版体験教育観光プログラム開発」プロジェクト 
③特産品を活用した低炭素・地域循環による産業活性化プロジェクト 
・知内町低炭素地域づくり協議会へ発展 
・庁舎内照明灯具 LED 化（～2016） 

2016 

・バイオマス産業都市に認定 
・カーボン・マネジメント強化事業 
（1）温室効果ガス排出量の調査・分析・検証及び具体的施策の検討 

①公共施設等（化石燃料・自動車燃料等）のエネルギー消費量と温室効果
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ガス排出量の調査・分析 
②低炭素施設のエネルギー消費量と温室効果ガス排出量削減効果の調査・
分析 

③公共施設別の CO2排出特性総合分析・対策提案の実施 
④電力消費量の把握 
⑤温室効果ガス排出量削減目標達成のための具体的対策の検討 

（2）カーボン・マネジメント体制の整備支援 
（3）温室効果ガス排出量算定システムの導入 
（4）職員向け研修会資料の作成及び研修会の実施 
（5）事務事業編の改訂支援 

2017 
・第 3次知内町地球温暖化実行計画（事務事業編）を改訂 
・木質バイオマスボイラー2号機稼働 

2018 ・街路灯照明灯具 LED 化 

2020 ・スポーツセンター照明灯具 LED 化 
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3.目標と基本方針 
3-1二酸化炭素排出量に関する目標 
 町の事務事業活動に伴う温室効果ガスの排出量について、平成 25 年度を基準
とし、令和 7 年度までに 26％削減、令和 12年度までに 40％削減します。 
 また、国の動向を見据えながら、二酸化炭素排出量のさらなる削減について検
討を進めていきます。 
 

表 5 温室効果ガス排出量の目標値 

年  度 温室効果ガス総排出量 基準年度からの削減率 
基準年度   平成 25 年度 3,354 ｔ-CO2 ― 
計画目標年度 令和 7 年度 2,481 ｔ-CO2 26.0% 
長期目標年度 令和 12 年度 2,012 ｔ-CO2 40.0% 

 
図 12 温室効果ガス排出量の目標値 
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3-2目標達成に向けた基本方針 
本町が目標とする二酸化炭素排出量の削減に向けて、以下の取組を推進します。 

（1）公共施設等の省エネルギー化の推進 
各公共施設等の LED灯などの更新をはじめとした省エネルギー化に向け

た取組や施設整備の推進を図ります。 
（2）再生可能エネルギーの利用推進 

木質バイオマスボイラーの効率的運転により二酸化炭素排出量の抑制を
図ります。 

（3）省エネルギー化・省資源化の推進 
電気・燃料使用量削減に向けた効率的な事務処理を行います。また、省

資源化に向けて、再生紙の利用推進や事務用品の有効活用、節水、ゴミリ
サイクル、職員への啓発運動などの推進を図ります。 

（4）その他の取組推進 
その他、低炭素社会の実現に向けた取組の推進を図ります。 

 
 
4.取組事項 
4-1目標達成に向けた具体的取組内容 
目標達成に向けた具体的な取組を以下にあげます。 

（1）省資源・省エネルギーの推進 
①職員一人ひとりが実践する取り組み 
ア消灯の徹底 
・効果的・計画的な事務処理に努め、夜間の残業の削減を図り照明の点灯
時間の削減に努める。 
・昼休みの消灯や時間外時の不必要箇所の消灯を行う。 
・トイレ、湯沸室などに利用者がいない場合は消灯する。 
・退庁時に身の回りの電気器具の電源が切られていることを確認する。 
・ウォッシュレットや暖房便座の夜間通電を遮断する。 
・勤務終了後の早期退庁を奨励する。 

 
イ機器の待機電力等の削減 
・コピー機を使用した後は、節電ボタンを押す。 
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・離席する場合などは、パソコン端末のディスプレイの電源を切る。 
・退庁時は、必ずパソコン端末及びディスプレイの電源を切る。 
・頻繁に使用しない機器については、待機電力の削減のためコンセントを
抜く。 
・電気製品等を購入する場合、省エネルギータイプで環境負荷の少ない製
品を選ぶよう務める。（グリーン購入） 
・宿日直の際は、使用されていない機器の電源が切れていることを確認す
る。 

 
ウ公用車の使用による燃料使用量の削減 
・公用車運転中は、急発進・急加速など無理な運転はしない。 
・車両を適正に整備・管理し、排気ガスの削減に努める。 
・公用車から離れる時は必ずエンジンを切り、必要以上のアイドリングは
控える。 

 
②施設管理に関する取り組み 
・冬期間の事務室や各施設の暖房については、適正な温度管理を行い、燃料
使用量を削減する。 
・クールビズ（夏季）、ウォームビズ（冬季）を推進し、職場における冷暖房
使用量を削減する。 
・蓄熱暖房機フィルターを定期清掃し、暖房効率を高める。 
・冬季の夜間にカーテンの利用を推進し、断熱性能を向上して、燃料使用量
を削減する。 

 
③公用車管理に関する取り組み 
・公用車の更新には小型車や低燃費車の導入を図る。 
・タイヤ空気圧の調整等、点検整備をよく行う。 

 
④施設の低炭素化に関する取り組み 
・照明設備や誘導灯を高効率な LED 灯に更新し、長寿命化・省エネ化を図
る。 
・暖房用機器の高効率化や、インバータ導入などでの最適制御を行うことで、
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設備の省エネ化を図る。 
 
（2）資源の有効利用 
①用紙類の使用量の削減のための取り組み 
・ファイリングを徹底する。 
・両面印刷、両面コピーを徹底し、用紙の削減に努める。 
・簡易な文書・資料は片面使用済用紙を使用する。 
・古紙配合率 70％以上、白色度 70％以下のものを購入するように努める。 
・文書等を印刷・コピーする前に、内容や枚数などの設定に間違いがないか
よく確認し、ミスプリントやミスコピーを防止するよう努める。 

 
②水道使用量の削減のための取り組み 
・日常的に節水を心がける。 
・節水型機器の導入について検討する。 

 
③グリーン購入の推進のための取り組み 
・物品などの新規、更新する時は、環境ラベリング（エコマーク、グリーン
マークなど）対象製品の購入に努める。 
・詰め替えやリサイクル可能な消耗品の購入に努める。 

 
（3）廃棄物の減量化及びリサイクルの推進 
①廃棄物の削減のための取り組み 
・物品の再利用や修理による長期利用に努め、ゴミの減量化を図る。 
・廃棄物の分別排出の徹底に努める。 
・使い捨て容器の購入は極力控える。 

 
（4）環境に配慮した施設等の整備 
①再生可能エネルギーに関する取り組み 
・中央公民館及びスポーツセンターの木質バイオマスボイラーの利用を継
続し、温室効果ガスの排出抑制を図る。 
・施設の新築、改築をする時は、再生可能エネルギーの導入など環境負荷の
低減に配慮した施設などを整備し、適正な管理に努める。 
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②公共工事に関する取り組み 
・施設の新築、改築をする時は、CO2排出量削減など環境に配慮した工事を
実施する。 
・施設の新築、改築をする時は、建物本体の断熱性能の向上に努め、省エネ
化を図る。 

 
（5）意識改革等の取組 

・職員に対する研修や定期的な情報提供を行う。 
・環境配慮や地球温暖化防止に関するシンポジウムやセミナーなどに積極
的に参加する。 
・半年に一度、二酸化炭素排出状況について職員に周知し、削減目標の達成
に努める。 

 
（6）その他 
①森林に関する取り組み 
・豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保・拡大を図る。 

②公共交通に関する取り組み 
・町内における公共交通などに関わる関連施策推進に当たっても、可能な限
り、低炭素な交通機関導入に努める。 

③情報収集に関する取組 
・政府が令和 32 年までに二酸化炭素排出実質ゼロとすることを表明したこ
とに伴い、より二酸化炭素排出量を削減できるような対策等に関する情報を
関係省庁やゼロカーボンシティから収集し、町で実施可能であるか検討する。 
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5.推進の点検・評価 
5-1推進・点検・評価体制 
温室効果ガスの削減目標を達成するため、次の体制により本計画を総合的か

つ体系的に推進します。 
 

 
図 13地球温暖化対策実行計画の推進体制 

 
（1）推進委員会 

 実行計画の推進及び進捗状況を把握し、総合的な進行管理を行うため、若
干名をもって組織する地球温暖化対策推進委員会（以下「推進委員会」とい
う。）を設置し、計画の策定、見直し及び計画の推進点検を行います。 

（2）推進本部長 
 政策調整課長を知内町地球温暖化対策実行計画推進本部長（以下「推進本
部長」という。）とし、温室効果ガス削減目標達成に向けた取組を総括しま
す。 

（3）推進責任者（課長等） 
 各課の長を知内町地球温暖化対策実行計画推進責任者（以下「推進責任
者」という。）とし、各部署における温室効果ガス削減目標達成に向けた取組
を管理するとともに、状況や取組内容を把握し、所属職員等に対して、温室
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効果ガス削減を推進するための情報を伝え、地球温暖化対策への意識高揚を
図ります。 

（4）事務局 
 知内町地球温暖化対策実行計画の推進に係る事務局を政策調整課に置き、
政策広報係が温室効果ガスの削減の方策に関する情報の収集及び各部署への
提供、進捗状況のとりまとめなどを行うほか、推進委員会の庶務を行いま
す。 

（5）知内町低炭素地域づくり協議会 
 地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入による低炭素地域づくり
を推進するとともに、地域一体となって域内経済への波及や地域主導の様々
な取組を拡大させ、併せて低炭素地域づくりに関する住民理解の醸成を図る
事を目的として、知内町低炭素地域づくり協議会を各種団体の代表により設
置し、推進委員会による本計画にかかる取組に対し、年に１回以上協議会を
開催し、地域関係者等の意見を反映させます。 

 
5-2職員に対する研修等 
必要に応じて職員を対象に地球温暖化対策に関する研修を実施すると共に、

意識啓発のため、環境負荷の削減に必要な情報を提供していくなど、本計画の
目標を達成できるように支援を行います。 
 
5-3実施状況の公表 
計画の進捗状況及び点検評価結果については、町のホームページにより広く

公表するものとします。 
 


